
（単位：円）

1
（ 1 ）

イ 734,084,282
ロ 533,299,857

261,612,044 271,687,813
ハ 10,710,964,038

4,749,621,069 5,961,342,969
ニ 3,159,058,525

2,456,166,741 702,891,784
ホ 2,469,500

2,346,025 123,475
へ 4,133,475

3,926,801 206,674
ト 7,500,000
チ 0

7,677,836,997
（ 2 ）

イ 1,956,987,604
ロ 0
ハ 27,800
ニ 12,410

1,957,027,814
（ 3 ）

イ 0
ロ 0

0
9,634,864,811

2
（ 1 ） 548,414,175
（ 2 ） 60,710,975
（ 3 ） 20,244,191
（ 4 ） 4,465
（ 5 ） 3,277,778
（ 6 ）

イ △ 43,077
△ 43,077

（ 7 ） 0
632,608,507

10,267,473,318

引 当 金 合 計

未 収 金
貯 蔵 品

そ の 他 流 動 資 産
流 動 資 産 合 計
資 産 合 計

前 払 費 用

引 当 金
前 払 金

貸 倒 引 当 金

電 話 加 入 権
リ サ イ ク ル 預 託 金

無 形 固 定 資 産 合 計

固 定 資 産 合 計
流 動 資 産

現 金 預 金

投 資 そ の 他 の 資 産
貸 倒 引 当 金
そ の 他 投 資

投 資 そ の 他 の 資 産 合 計

建 設 仮 勘 定
建 設 準 備 勘 定

有 形 固 定 資 産 合 計
無 形 固 定 資 産

ダ ム 使 用 権
水 利 権

機 械 及 び 装 置
減 価 償 却 累 計 額
車 両 運 搬 具
減 価 償 却 累 計 額
工 具 ・ 器 具 及 び 備 品
減 価 償 却 累 計 額

有 形 固 定 資 産
土 地
建 物
減 価 償 却 累 計 額
構 築 物
減 価 償 却 累 計 額

平成２８年度鳥取県営工業用水道事業貸借対照表
（平成２９年３月３１日）

区　　　　　　　　　　　分 金　　　　　　　　　　　　　　　　額

資 産 の 部
固 定 資 産



3
( 1 ) 4,888,374,937
( 2 ) 682,000,000
( 3 )

イ 13,630,146
ロ 106,326,430

119,956,576
( 4 ) 483,996,077

6,174,327,590
4

( 1 ) 490,239,489
( 2 ) 19,224,700
( 3 ) 0
( 4 )

イ 783,333
783,333

( 5 ) 1,025,349
( 4 ) 0

511,272,871
5

( 1 ) 4,878,778,453
( 2 ) 2,301,389,323

2,577,389,130
9,262,989,591

6 3,579,813,258
7

（ 1 ）
イ 219,163,152

219,163,152
（ 2 ）

イ 73,760,005
ロ 2,868,252,688

△ 2,794,492,683
△ 2,575,329,531

1,004,483,727
10,267,473,318

繰 延 収 益
長 期 前 受 金

そ の 他 固 定 負 債
固 定 負 債 合 計

流 動 負 債
企 業 債

未 払 費 用

そ の 他 流 動 負 債
そ の 他 流 動 負 債 ( 預 り 金 等 ）

当 期 未 処 理 欠 損 金

剰 余 金
資 本 剰 余 金

負 債 資 本 合 計

利 益 剰 余 金 合 計
剰 余 金 合 計
資 本 合 計

そ の 他 資 本 剰 余 金
資 本 剰 余 金 合 計
利 益 剰 余 金

建 設 改 良 積 立 金

流 動 負 債 合 計

負 債 合 計
資 本 の 部

資 本 金

繰 延 収 益 合 計
長 期 前 受 金 収 益 化 累 計 額

未 払 金

引 当 金
賞 与 引 当 金

引 当 金 合 計

固 定 負 債
企 業 債

引 当 金
退 職 給 付 引 当 金
修 繕 引 当 金

引 当 金 合 計

他 会 計 借 入 金

負 債 の 部



日野川工業用水道事業 取水、浄水、配水施設の管理、運営業務

鳥取地区工業用水道事業 取水、浄水、配水施設の管理、運営業務

注記

　 Ⅰ．重要な会計方針
　　　１　資産の評価基準及び評価方法
　　　　　　　 ・貯蔵品
　　　　　　　　 先入先出法による。

　　　２　 固定資産の減価償却の方法
　　　　（１） 有形固定資産
　　　　　　 　・減価償却の方法
　　　　　　　　 定額法による。
　　　　　　　 ・主な耐用年数
　　　　　　　　 建物　　　　　　　１５～５０年
　　　　　　　　 構築物　　　　　 ３８～６０年
　　　　　　　　 機械及び装置　　８～２０年
　　　　　　　　 器具及び備品　　４～１０年
　　　　　　　　 車両運搬具　　　 ５～　６年

　　　　（２） 無形固定資産
　　　　　　 　・減価償却の方法
　　　　　　　　 定額法による。

　　　３　引当金の計上方法
　　　　（１） 退職給付引当金
　　　　　　　職員の退職手当の支給に備えるため、当年度の退職手当の期末要支給額に相当する金額を計上している。
　
　　　　（２） 賞与引当金
　　　　　　　職員の期末・勤勉手当の支給に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属す
           る額（１２月から３月までの４ヶ月分）を計上している。

　　　　（３） 貸倒引当金
　　　　　　　債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等による回収不能見込額を計上している。

　　　４　その他会計処理に関する書類作成のための基本となる重要な事項
　　　　（１） 消費税の会計処理
　　　　　　　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

　 Ⅱ．貸借対照表等関連
　　　１　企業債の償還に係る他会計の負担
　　　　　貸借対照表に計上されている企業債（当該事業年度の末日の翌日から起算して１年以内に償還予定のものも含む）
　　　 のうち、他会計が負担すると見込まれる額は６０６，６６９千円である。

　 Ⅲ．セグメント情報の開示
　　　１　報告セグメントの概要
　　　　　工業用水道事業会計は、日野川工業用水道事業及び鳥取地区工業用水道事業を運営しており、各事業で運営方
        針等を決定していることから、日野川工業用水道事業及び鳥取地区工業用水道事業の ２つを報告セグメントとしてい
        る。

　　　　　各報告セグメントに属する事業の内容は以下のとおりである。

事業区分 事業の内容

（単位：千円）

日野川 鳥取地区 合計

営業収益 275,022 89,772 364,794

営業費用 322,693 251,525 574,218

営業損益 △ 47,671 △ 161,753 △ 209,424

経常損益 △ 27,325 △ 166,502 △ 193,827

セグメント資産 3,727,793 6,539,680 10,267,473

セグメント負債 3,863,836 5,399,154 9,262,990

その他の項目

　　他会計繰入金 527 266,602 267,129

　　減価償却費 186,220 202,862 389,082

　　特別利益 0 0 0

　　特別損失 0 0 0

　　有形固定資産及び
　　無形固定資産の増加額

　 Ⅳ．リース契約により使用する固定資産
　　　１　リース取引の処理方法
　　　　　所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っている。

　　　２　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る未経過リース料相当額
　　　　　１年内　　　　３１８千円
　　　　　１年超　　　　４８５千円
　　　　　　計　　　 　　８０３千円

　 Ⅴ．重要な後発事象
　　　　 なし

　 Ⅵ．その他
　　　１　退職給付引当金の引当
        　当年度の期末要支給額に基づき、退職給付引当金に４４９千円を引き当てた。

　　　２　賞与引当金の取崩及び引当
　　　　　期末・勤勉手当として賞与引当金７１６千円を取り崩し、当年度末における支給見込額に基づき、７８０千円を引
　　　　き当てた。

　　　３　貸倒引当金の引当
　　　　　債権の不納欠損により貸倒引当金３６５千円を取り崩した。

　　　２　報告セグメントごとの営業収益等
　　　　　当年度　（自　平成２８年４月１日　至　平成２９年３月３１日）

△ 184,511 △ 190,601 △ 375,112


